
 

 

 
 
 
【居宅サービス共通】 

 勤務形態一覧表の記載について  

 勤務形態一覧表の提出にあたり、勤務時間数のみが記載されており、職種ごとの勤務時間帯が

確認できないといった事例が見受けられました。 

 

 各サービスにおける人員配置基準等が満たされていることが確認できるよう、「従業者の勤務

の体制および勤務体制一覧表（別紙７）」に記載されている備考を参考のうえ、サービスごとに

常勤・非常勤の別、職種ごとの勤務時間帯等が分かるよう勤務表に記載いただき、必要に応じて

併設事業所の勤務表を添付したうえでご提出願います。 

 
【訪問介護】 

 ２級ヘルパーのサービス提供責任者を配置する事業所の減算について  

  厚生労働省の介護報酬に関する留意事項通知（老企第３６号）により、暦月で１日以上２級

ヘルパー（介護職員初任者研修修了者を含む）のサービス提供責任者を配置している場合、翌月

から減算となります。 

 

 ２級ヘルパーのサービス提供責任者を新たに配置する事業所は、必ず「介護給付費算定に係る

体制等に関する届出書」を前月の１５日までに提出してください。減算対象であるにもかかわら

ず、届出をせず減算しなかった場合は、報酬基準違反となりますので、適切な取扱いをお願いし

ます。 

 

  ただし、２級ヘルパーのサービス提供責任者が月の途中に介護福祉士（試験合格者含む）ま

たは実務研修修了者になると、翌月から減算は適用されないので、その場合にも「介護給付費

算定に係る体制等に関する届出書」を提出してください。 

 

居宅サービス事業に関する留意事項 
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【通所介護・通所リハビリテーション共通】 

 施設等の区分について  

指定通所介護事業所および指定通所リハビリテーション事業所の事業所規模については、前年

度（４月～２月）の１月当たりの平均利用延人員数に基づいて算定することとなっています。現

在届け出ている事業所規模が変更になる場合は、３月１５日までに県（長寿福祉課）への届出が

必要です。 

 

〇算定区分の確認 

 別紙を参考に算定区分を確認してください。 

※指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び

福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実

施上の留意事項について【平成１２年３月１日老企第３６号厚生労働省老人保健福祉局企画課長通知】 

  第２の７ 通所介護費 （４）事業所規模による区分の取扱い 

 第２の８ 通所リハビリテーション費 （６）平均利用延人員の取扱い 

〇提出書類（事業所規模について変更がある場合） 

 １ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２） 

 ２ 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１） 

 

☆様式については、長寿福祉課ホームページよりダウンロードしてください。 

県庁ホームページ⇒医療・福祉⇒介護・高齢者⇒介護事業者向け情報⇒福井県長寿福祉課 指定申請書・変

更届出書等様式ダウンロードのページ⇒５．介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（介護報酬） 

             

※事業所規模について変更がない場合は、提出は不要です。 

※運営規定の変更を伴う場合は、併せて変更届出をお願いします。 

 

26



 

 

通所介護・通所リハビリテーションの算定区分確認表（平成２６年度版） 

 

 

・事業の新規開始または再開してから３月３１日現在で６か月以上の事業所は①により計算すること。 

・上記以外の事業所（前年度の実績（毎年度の４月から２月まで）が６月に満たない事業者、又は年度が

変わる際に定員を２５％以上変更する事業所を含む。）は②により計算すること。 

・年度途中で定員や営業日等の変更があった場合でも、期間は新規開始または再開からとする。 

●再計算した結果、事業所規模の区分が変わる場合は、平成２６年３月１５日（金）までに区分変更の届

出を行うこと。 

①６か月以上の事業所 

→月ごとに前年度の利用延人員数を算定し合計した数を、営業月数で割って月平均を算定する。 

    平均利用延人員（ｂ）＝前年度の月ごとの利用延員人員の合計÷営業月数 

 通所介護 通所リハビリテーション 

規
模
に
よ
る 

区
分 

（ｂ） ≦３００人・・・小規模 

（ｂ） ≦７５０人・・・通常規模 

（b） ≦９００人・・・大規模（Ⅰ）、 

（b） ＞９００人・・・大規模（Ⅱ） 

（ｂ） ≦７５０人・・・通常規模 

（b） ≦９００人・・・大規模（Ⅰ） 

（b） ＞９００人・・・大規模（Ⅱ） 

算
定
に
係
る
注
意
事
項 

●平均利用延人員数の計算に当たっては、報酬算定毎の利用者数に以下の割合乗じて得た数とする。 

・３時間以上５時間未満（２時間以上３時間未

満含む。）⇒２分の１ 

・５時間以上７時間未満 ⇒４分の３ 

 

・１時間以上２時間未満 ⇒４分の１ 

・２時間以上３時間未満及び３時間以上４時間未

満 ⇒２分の１ 

・４時間以上６時間未満 ⇒４分の３ 

●一体的に実施している介護予防事業所の利用者の計算に当たっては、酬算定毎の利用者数に以下の

割合乗じて得た数とする。 

・５時間未満 ⇒２分の１ 

・５時間以上７時間未満 ⇒４分の３ 

 

・２時間未満 ⇒4分の１ 

・２時間以上４時間未満 ⇒２分の１ 

・４時間以上６時間未満 ⇒４分の３ 

※ただし、介護予防事業所の利用者については、同時にサービスの提供を受けた者の最大数を営業日

ごとに加えていく方法によって計算しても差し支えない。 

 ●毎日事業を実施している事業所（正月等の特別な期間を除く。）については、一週当たりの利用延

人員 

数に６／７を乗じた数を合算したものにより、月当たりの平均利用者数を計算する。 

●同一事業所で２単位以上のサービスを提供する場合、実績規模別の報酬に関する利用者の計算は、

す
べての単位を合算で行う。 

②上記以外の事業所 

  前年度の実績（毎年度の４月から２月まで）が６月に満たない事業者（新規・再開含む）、 

  または年度が変わる際に定員を概ね２５％以上変更する事業所 

→利用定員の９０％に、予定される１月当たりの営業日数を乗じて得た数で算定する。 

��    運営規程に掲げる定員×９０％×当該年度の月の平均営業日数 

毎年度３月３１日時点で事業を実施している事業者であって、４月以降も引き続き事業

を実施している場合は、以下により再計算を行う。 

【別紙】 
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 サービス提供体制強化加算について  

○ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法で算出した前年度（３月を除く）の平均を用いる。 

 ※ 前年度の実績が６月未満の場合（新規開設、再開を含む）、常勤換算方法で算出した、届出日の属する月

の前３月の平均を用いる（この場合、届出を行った月以降において、直近３月の職員の割合が所定の割合を

下回った場合、直ちに算定取下の届出を行うこと） 

○ 次のいずれかに該当する場合に算定。 

① 加算(Ⅰ) 当該通所介護（通所リハビリテーション）事業所の介護職員の総数の内、介護福祉士の占める割

合が４０％以上であること。  

② 加算(Ⅱ) 当該通所介護（通所リハビリテーション）事業所の通所介護（通所リハビリテーション）を利用

者に直接提供する職員（※）の総数の内、勤続年数３年以上の者の占める割合が３０％以上であ

ること。  

③ 加算(Ⅲ) 当該療養通所介護事業所の療養通所介護を利用者に直接提供する職員の内、勤続年数３年以上の

者の占める割合が３０％以上であること。  

※ 通所介護…生活相談員、看護職員、介護職員または機能訓練指導員 

  通所リハビリテーション…理学療法士等、看護職員または介護職員（１時間以上２時間未満の単位を算定す

る場合、柔道整復師またはあん摩マッサージ指圧師を含む） 

○ 定員超過利用、人員基準欠如に該当している場合は算定できない。 

○ 介護予防通所サービスにおいて、月途中に要支援度に変更があった場合（要支援１⇒要支援２または要支援

２⇒要支援１となった場合）、月末時点における要支援度に応じた単位数を算定。（ただし、要支援度変更後

にサービス利用の実績がない場合は、変更前の要支援度に応じた報酬を算定する。） 

※ 介護予防通所サービスにおいて、利用者の要支援度が月途中に変更した場合は、下記Ｑ＆Ａではなく、「平

成２４年３月１６日 介護保険事務処理システム変更に係る参考資料」の「別紙４ 月額包括報酬の日割り請

求にかかる適用について」における「日割り計算用サービスコードがない加算」の取り扱いが適用されます。

（厚生労働省老人保健課確認事項） 

（こちらでは扱わない）平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ Ｖｏｌ．１ 

（問９） 予防通所リハ及び予防通所介護を利用する者において、月途中に要支援度の変更があった場合、

サービス提供強化加算の算定はどの様にするべきか。 

（答） 月途中に要支援度が変更した場合は、変更前の要支援度に応じた報酬を算定する。 

   ただし、変更となる前（後）のサービス利用の実績がない場合にあっては、変更となった後（前）

の要支援度に応じた報酬を算定する。 

 

（こちらで取り扱う）「平成２４年３月１６日 介護保険事務処理システム変更に係る参考資料」 

『別紙４ 月額包括報酬の日割り請求にかかる適用について』（一部抜粋） 

月額報酬対象サービス 月途中の事由 起算日※２ 

居宅介護支援費 

介護予防支援費 

日割り計算用サービス

コードがない加算 

－ 

・日割りは行わない。 

・月の途中で、事業者の変更がある場合は、変更後の事業

者のみ加算の算定を可能とする。（※１） 

・月の途中で、要介護度に変更がある場合は、月末におけ

る要介護度に応じた報酬を算定するものとする。 

－ 
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【通所介護】 

 通所介護における人員配置について  

 通所介護事業所においては、次に示す人員配置基準を順守のうえ、適切な運営をお願いします。 

 

○ 提供日ごとに配置される生活相談員または介護職員（利用定員（当該事業所において同時に指定通所介護の

提供を受けることができる利用者の数の上限）が１０人以下の場合、「生活相談員、看護職員または介護職員」

と読み替え。）のうち１人以上は常勤の職員であること。 

○ 通所系サービスにおける「専ら従事する」、「専ら提供する」については、勤務表に従って、提供時間帯の

途中で同一職種の別の職員と交代する場合、提供時間帯を通じて別の職務に従事しないことをもって足りる。 

○ 通所系サービスにおける人員配置基準を満たすための勤務延時間数には休憩時間を含めてもよい。 

 管理者  

○ 常勤の職員である管理者が配置されていること。 

○ 原則、当該通所介護事業所の管理業務に専従している必要があるが、次の場合で、管理業務に支障がない場

合は兼務が可能。 

 ・ 当該指定通所介護事業所の他職との兼務 

 ・ 同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務との兼務 

   （但し、管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設入所施設の看護・介護職員と

兼務する場合等は、管理業務に支障があると考えられる。）  

 生活相談員  

○ 提供日ごとに、「サービス提供時間内（サービス提供開始時刻から終了時刻まで。サービスが提供されてい

ない時間帯を除く。）における生活相談員（専従に限る。）の勤務延時間数」÷「サービス提供時間数」≧１

となっていること。 

○ サービス担当者会議に出席するための時間については勤務延時間数に含めてもよい。 

○ 社会福祉主事任用資格（社会福祉主事（三科目履修主事含む。）、社会福祉士、精神保健福祉士）または介

護福祉士（（介護予防）通所介護のみ）のいずれかの資格を有する者であること。 

○ 地域密着型特別養護老人ホームに併設している場合であって、当該施設の生活相談員により当該通所介護利

用者の処遇が適切に行われる場合、置かないことができる。 

 看護職員（看護師または准看護師）  

○ 利用定員が１０人以下の場合 

 ・ 提供日ごと、単位ごとに看護職員または介護職員が必要数（平均提供時間数）配置されていること。（看

護職員は必置ではない。） 

○ 利用定員が１０人を超える場合 

 ・ 提供日ごと、単位ごとに、専ら通所介護サービスの提供に当たる看護職員が１名以上確保されること。 

 ・ 提供時間を通じて専従する必要はないが、提供時間帯を通じて事業所と密接かつ適切な連携を図ること。 

○ 看護職員が個別機能訓練加算に係る機能訓練指導員として専従している時間は、看護職員としての勤務時間

に含めない。 
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【例１】 （午前） （午後）
看護① 看護職員 機能訓練指導員

【例２】 （午前） （午後）
看護① 看護職員 帰宅

【例３】 （午前） （午後）
看護① 看護職員

看護② 看護職員

【例４】 （午前） （午後）
看護①

【例５】 （午前） （午後）
看護① 通所介護の看護職員

併設事業の看護職員

【例６】 （午前） （午後）
看護①

機能訓練指導員

通所介護において看護職員の配置がない→不適
併設事業の看護職員

看護職員が配置され、かつ提供時間を通じて密接かつ適切に連
携が取れている→適

午後連携の取れる看護職員がいない→不適

サービス提供時間を通じて専従の看護職員が配置されている→
適

看護職員が個別機能訓練加算Ⅰにおける常勤専従の機能訓練
指導員としてのみ配置されている（看護職員の配置がない）→不
適

通所介護において看護職員が配置され、かつ提供時間を通じて密接かつ適
切に連携が取れている→適（ただし訪問看護職員等、密接かつ適切な連携
が取れない場合は不適）

 ※ 【例５】の場合、併設事業所（特に入所施設サービスおよび地域密着型サービス）の人員配置基準等に  

  違反がないよう注意すること。 

 ※ 看護職員の配置基準となる「利用定員」とは、当該通所介護事業所において同時に指定通所介護の提供を

受けることができる利用者の数の上限となるため、次のような場合であっても提供日ごとに看護職員が必要

になる。 

  【例Ａ】 利用定員が１５人の事業所において、ある日の利用者数が１０人の場合 

  【例Ｂ】 ある事業所において、月曜日から金曜日の定員を１５人、土曜日の定員を１０人とする場合（利

用定員の上限は１５人） 

  【例Ｃ】 ある事業所において、同一時間帯に、１階部分（定員１０人）と２階部分（定員１０人）の２単

位でサービスを提供する場合（利用定員の上限は２０人） 

 介護職員  

○ 提供日ごと、単位ごとに、次の計算式に該当していること。 

 ・ 利用者数（提供日ごとにおける利用者の延人数）が  

   １５人まで …「サービス提供時間内における介護職員の勤務延時間数（専従時間に限る。）」÷「平均提

供時間数（「提供日ごとにおける利用者ごとの提供時間数の合計」÷「利用者数」）」≧１ 

   １６人以上 …「サービス提供時間内における介護職員の勤務延時間数（専従時間に限る。）」÷「（（利用

者数－１５）÷５＋１）×平均提供時間数」≧１   

  （例）利用者数が１８人、提供時間数が５時間の場合、（１８－１５）÷５＋１＝１．６となり、５時間

×１．６＝８時間の延勤務時間数分の配置が必要 

○ サービス提供時間中（開始時刻から終了時刻まで）、単位ごとに、常時１人以上従事させること。 
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 機能訓練指導員  

○ 利用定員等にかかわらず１人以上配置されていること。 

○ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員（看護師または准看護師）、柔道整復師またはあん摩マッ

サージ指圧師のいずれかの資格を有する者であること。 

○ 地域密着型特別養護老人ホームに併設している場合であって、当該施設の機能訓練指導員により当該通所介

護の利用者の処遇が適切に行われる場合、置かないことができる。 

 

 人員基準欠如または定員超過時における減算について  

 １月単位で看護職員（利用定員１０人以下の場合を除く。）・介護職員が必要数配置されていな

い場合、または定員を超過して利用者を受け入れている場合、全利用者の報酬額が減算されます。 

 

 減算基準に該当した場合は必ず「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」を直ちに提出

してください。減算対象であるにもかかわらず、届出をせず減算しなかった場合は、報酬基準違

反となりますので、適切な取扱いをお願いします。 

 

 なお、減算とならない場合であっても、著しい人員基準欠如（看護職員・介護職員以外の職種

も含む。）または定員超過が継続する場合は行政指導・処分の対象となります。 

 

 人員基準欠如による減算  

○ 減算は、１月単位で見た人員欠如に適用され、翌月から解消されるに至った月までの全利用者の報酬額が

100 分の70 で算定される（通所介護、介護予防通所介護とも）。 

○ ただし、人員基準欠如について、１割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から解消されるに至った月

までの全利用者の報酬額が減算となる。（翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く） 

※ １割を超えて減少した場合は翌月から減算 

  ・ （看護職員の算定式） 

サービス提供日に配置された延べ人数 
 ＜ 0.9 

サービス提供日数 

  ・ （介護職員の算定式） 

当該月に配置された職員の勤務延べ時間数 
 ＜ 0.9 

当該月に配置すべき職員の勤務延べ時間数 

※ １割の範囲内で減少した場合は翌々月から減算 

  （翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く） 

  ・ （看護職員の算定式） 

0.9 

≦  

サービス提供日に配置された延べ人数 
 ＜ 1 

サービス提供日数 

  ・ （介護職員の算定式） 

0.9 

≦  

当該月に配置された職員の勤務延べ時間数 
 ＜ 1 

当該月に配置すべき職員の勤務延べ時間数 
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 定員超過による減算  

○ 減算は、１月間（歴月）の利用者数の平均が、県に提出した運営規程に定める利用定員を超過した場合に適

用され、翌月から解消されるに至った月までの全利用者の報酬額が100 分の70 で算定される（通所介護、

介護予防通所介護とも）。 

 ※ ここでいう『月平均の利用者数』とは、「当該月における、『サービス提供日ごとの、同時にサービスの

提供を受けた者の最大数（延利用者数ではない）』の合計」÷「当該月のサービス提供日数」で算出した数

をいう。 

○ ただし災害、虐待等による受入れによる、やむを得ない定員超過については、やむを得ない事情が継続する

限りは減算の対象とならない。 

 

 通所介護における外出について  

 指定通所介護においては事業所内でサービスを提供することが原則となりますが、次の条件を

満たす場合に限り、屋外でのサービス提供が可能となります。 

ａ あらかじめ通所介護計画に位置付けられていること。  

ｂ 効果的な機能訓練等のサービスが提供できること。 

 

 上記の条件を満たさない単なる行楽目的など、ケアプラン上位置付けようのない行事に該当す

る場合は、通所介護サービスの範囲外となります。 

 

 自主事業等での宿泊サービスについて  

 県と市町で実施している「在宅介護ほっとひといき支援事業」や、一部の指定通所介護事業所

が自主事業として提供している宿泊サービスについて、夜間の職員体制を確保するとともに、利

用者の安全確保のため事故防止対策、防火対策、緊急時の対応について徹底してください。 

 

 特に防火対策について、消防法施行令の改正により、平成２７年度以降（既存事業所は平成３

０年度以降）、通所介護事業所等において宿泊サービスを提供する場合、自動火災報知設備の設

置が義務付けられます。また、主として要介護度３以上の利用者を宿泊させる場合、消防機関へ

通報する火災報知設備およびスプリンクラーの設置が義務付けられることが見込まれています。 

 

 また、通所介護事業所等で行われる宿泊サービスについては、平成２７年度の制度改正の際、

県への届出制になることが国の方で議論されております。 

 

 なお、「在宅介護ほっとひといき支援事業」は、緊急・一時的な宿泊サービスを対象とするも

のであり、長期間の宿泊利用は対象としていないことに留意してください。 

 

  また、当事業以外の自主事業による夜間の宿泊サービスの提供についても、適切な人員体制

の確保など、利用者の安全に配慮したサービスの提供を行ってください。 
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【福祉用具】 

消費税率の引上げに伴う福祉用具の価格の変更について  

 ２６年４月１日からの消費税率引き上げにともなう、課税対象となる福祉用具貸与価格、販売

価格への消費税の適正な転嫁につきましては、１月２３日付け事務連絡にて周知したところです

が、あらためまして通知内容に留意いただき、適切に対応されますようお願いします。 

 なお、従前より、福祉用具の貸与価格や販売価格に変更があった場合は県へ所定の様式により

変更届を提出いただいておりますが、消費税引上げに伴う価格の変更につきましても同様に御提

出ください。 

 

【その他】 

バリアフリー化補助制度（住まい環境整備支援事業）の活用について  

 県では、高齢者が住み慣れた自宅で安心して暮らし続けることができるよう、各市町の御協力

のもと、バリアフリー化等の改修工事に対する助成制度「住まい環境整備支援事業」を実施して

おります。（詳細別紙のとおり） 

 （対象者） 原則として要介護３以上の高齢者 

       要介護１～２で車いすを使用する高齢者 

 （助成額） 上限８０万円（自己負担分１割を除く） 

 

 各事業所におかれましては、利用者に対し本事業の積極的な周知をお願いします。 

 また、別紙ご自宅チェック表をご活用いただき、該当項目がある場合は、本事業の助成対象と

なる場合がありますので、相談されるよう併せて周知をお願いします。 
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【居宅介護支援】 
 

特定事業所集中減算について 

 すべての居宅介護支援事業所は、毎年度２回、「訪問介護」、「通所介護」、「福祉用具貸与」に

係る紹介率最高法人の名称等について記載した書類を作成し、算定の結果９０％を超えた場合に

ついては、集中する理由に関わらず、県（長寿福祉課）への届出が必要です。〔老企第３６号 第

３の１０〕 

 下記実施上の留意事項を確認して、適正な取扱いをお願いします。 

 

（実施上の留意事項） 

 ①判定期間と減算適用期間 
 
 

 

 

  

 

 ②判定方法 

  事業所ごとに、当該事業所において判定期間に作成された居宅サービス計画のうち、訪問介

護、通所介護または福祉用具貸与が位置づけられた居宅サービス計画の数をそれぞれ算出し、

訪問介護、通所介護、福祉用具貸与それぞれについて、最もその紹介件数の多い法人を位置付

けた居宅サービス計画の数の占める割合を計算し、訪問介護、通所介護または福祉用具貸与の

いずれかのサービスについて９０％を超えた場合に減算します。 

  

③算定手続き 

  判定期間：前期  ９月１５日までに作成 

  判定期間：後期  ３月１５日までに作成 

  ＊算定の結果、９０％を超えた場合は県知事に届出（県長寿福祉課へ提出） 

   ９０％を超えなかった場合も書類を２年間保存すること。 

  ＊９０％を超えている場合であって、正当な理由がある場合はその理由を記載 
   正当な理由･･･「指定居宅介護支援の費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項 
           について」（老企３６）第三10(4)を参照 

 

☆様式については、長寿福祉課ホームページよりダウンロードしてください。 

県庁ホームページ⇒医療・福祉⇒介護・高齢者⇒介護事業者向け情報⇒特定事業所集中減算について 

  

 

介護支援専門員証の有効期間について  

  

判定期間 減算適用期間 

前期：３月１日から８月末日 １０月１日から３月３１日まで 

後期：９月１日から２月末日 ４月１日から９月３０日まで 

居宅介護支援事業に関する留意事項 
 

 

各居宅介護支援事業所においては、本減算制度の趣旨を踏まえ、居宅サービス計画に位

置付ける事業者が、特定の法人に不当に偏ることのないよう、公正中立で適切な業務の

遂行をお願いします。 
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介護支援専門員証の更新について 

 

介護保険法第７条第５項において、「介護支援専門員とは・・・介護支援専門員証の交付を受

けたものをいう」と定義されています。介護支援専門員証の交付を受けていなければ、介護支援

専門員と名乗ったり、業務を行うことはできません。 

介護支援専門員証の有効期間は５年です。（介護保険法第６９条の７） 

介護支援専門員証の有効期間の更新には更新研修を受講後、証の交付申請が必要です。（介護保

険法第６９条の８） 

有効期間切れで業務に就けないことがないよう、有効期間の確認および更新研修受講等の管理

をお願いいたします。 

業務経験により更新に必要な研修や受講時期等が違いますので、長寿福祉課ホームページをご

参照ください。 

  

※証の交付申請から交付まで1か月程度かかりますので、余裕をもって申請してください。 

 

☆様式については、長寿福祉課ホームページよりダウンロードしてください。 

県庁ホームページ⇒医療・福祉⇒介護・高齢者⇒介護支援専門員について⇒２．介護支援専門員の登録・手続き

などのお知らせ 
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【地域密着型サービス】 
 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、複合型サービスについて  

  

 医療ニーズの高い利用者の在宅での生活を支えるサービスとして、平成２４年４月から「定期

巡回・随時対応型訪問介護看護」と「複合型サービス」が創設されました。 

  

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」は、介護施設のメリットである「定期的な見守りや短

時間の介護」と「緊急の際にすぐに対応できる体制」を在宅においても実現するため、短時間の

定期巡回訪問と緊急呼出しに対する随時訪問対応を組み合わせた介護サービスです。  

 また、「複合型サービス」は、従来の小規模多機能型居宅介護の機能である「通い」と「泊ま

り」および「訪問介護」に「訪問看護」の機能を加えることで、介護と看護の連携による一体的

なサービスの提供を可能としたサービスです。 

 

 これらの新しいサービスは、全国的には計画どおりの普及が進んでいるとはいえない状況です

が、その要因として、地域に潜在的なニーズがあるにもかかわらず、サービス利用のメリットや

特色が利用者や事業者に十分浸透していないことが挙げられます。 

 

 福井県では、市町と協力しながら、中重度の要介護高齢者の方が、在宅においても２４時間安

心して医療・介護サービスが受けられる在宅ケア体制づくりを進めています。在宅ケア体制の推

進においては、定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスの充実が重要であり、全県域にサー

ビスが普及するよう、国の交付金の活用促進やサービスの普及啓発を進めるとともに、在宅ケア

の要である訪問看護の体制の充実や人材確保に向けた県独自の取組みを推進しています。 

 各事業者におかれましても、サービス提供に積極的に取り組んでいただきますようお願いしま

す。 

 

 

 

 

地域密着型サービスに関する留意事項 
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